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〈研究ノート〉

自動車製造企業の輸入記録分析と
星子勇の軍需転換工場構想

				    　　  　　　　　　　　　　  

	 本　山　 聡　毅

　１．はじめに

　本稿では 1936（昭和 11）年に施行された自動車製造事業法前後の時代を振り返り、主にヂー

ゼル自動車工業（東京自動車工業から改称、以下ヂーゼル自工）を中心にしながら、数値に

よる分析を試みる。東京瓦斯電気工業を源流とし、戦後のいすゞ自動車や日野自動車にもつ

ながっていくヂーゼル自工は、経営面で軍との関係が強かったが、この会社で技術の総帥を

務めたエンジニアの星子勇は、「平時の自動車工業は戦時生産にも役立つ」という構想を持っ

ていた。そのことも数値上の分析から裏付けることができそうである。それは明瞭な像を結

ばないが、剥がれおちていった歴史の断片を、いくらか拾い上げるには役立つであろう。星

子の構想はいわば、民間のエンジニアからする戦時動員体制への提言であったと、先行研究

から位置付けることができよう。

　こうした時代分野に関わる先行研究としては、特にトヨタ自動車工業（以下、トヨタ）や

日産自動車（以下、日産）を中心に数多くあり、著名なものだけでも以下のものが挙げられ

る。和田一夫氏と由比常彦氏による『豊田喜一郎伝』（2002 年）は、トヨタの歴史および豊

田喜一郎をたどるに不可欠な研究である。また牧幸輝氏は「豊田利三郎と豊田業団――経営

構想、企業家ネットワークと同族経営体制」（2011 年）で、トヨタにおける利三郎の重要な

役割を解明している。トヨタもまた戦時体制の中で様々な影響を受けざるを得なかったわけ

だが、牧氏は「『中京デトロイト化計画』とその帰結――戦前自動車開発の諸相と軍需工業化

の影響について」（2011 年）で、軍需中心の重化学工業化がトヨタに限らず、中京各社の業

容拡大につながった経緯を分析している。またトヨタにおいては創業家が大きな存在価値を

持っており、四宮正親氏は「トヨタのトップ経営者交替にみる創業家の役割」（2009 年）で、

創業家と専門経営者の役割や関係について緻密な分析を展開している。

　日産については宇田川勝氏が「戦前期日産自動車の事業活動に関するデータ・ベース――『自

動車製造事業年報』の集計」（2005 年）で、計量的にも詳細な論考をしており極めて参考になる。
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吉田正樹氏は「1930 年代の電機企業にみる重工業企業集団形成と軍需進出――小平浪平と鮎

川義介の戦時経済下の企業者行動と戦略」（1996 年）で、鮎川のみならず東京瓦斯電や日立

製作所も視野に入れながら、軍需との関連について分析している。また後にいすゞ自動車と

なる東京自工については、杉山伸也氏とジャネット・ハンターの編による『日英交流史 1600

―2000（第４巻）』（2001 年）の中で、クリストファー・メイドリーが以下の論述をしている。

すなわち東京石川島造船所の自動車部門は、イギリスのウズリー・モータースから製造技術

や設計図を導入したが、その後他の製造企業との様々な提携や合併を経て、戦後のいすゞや

日野自動車になっていったわけである。日本の自動車工業の基盤にはイギリスの自動車企業

があったことが指摘されているわけであり、いすゞは戦後にはルーツ・モータースと提携し

ている 1。なお付言すれば星子勇も農商務省海外実業練習生として、イギリスに留学した経験

を持っている。

　そして自動車を製造するにはそのための工作機械も必要になってくるが、日本がいかにそ

れを輸入したかについては、三品頼忠の『日本の工作機械』（1958 年）に既に詳しい。アメ

リカ合衆国やドイツ、イギリス、およびスウェーデンからのものが主だったが、第二次世界

大戦が勃発するとイギリスやドイツといったところからの輸入は途絶え始める。このためア

メリカ合衆国からの輸入が増えていくが、それも日米関係の悪化により 1940（昭和 15）年に

は手立てが閉じられた。日本への輸出が許可された工作機械の残余もあったが、それらが日

本に到着しないうちに、太平洋戦争の開戦を迎えることになるのである。日本はアメリカ合

衆国からの工作機械の輸入ができなくなった後は、同盟国であるドイツからの輸入を頼りと

するが、このような日独間の経緯は幸田亮一氏により明らかにされている 2。先進諸国からの

輸入に依存せねばならなかった様相は企業側にも記憶されており、山武ハネウェルの社史は

第二次大戦が勃発してからはヨーロッパ諸国からの工作機械輸入が困難になったこと、その

後はアメリカ合衆国との取引が重んぜられるが、1940（昭和 15）年に日米通商条約が失効す

ると、日本への輸入はほとんど不可能になっていったことを記している 3。戦時環境と国家間

の同盟関係が、日本の工作機械の輸入にも大きな影響を与えていたことが、先行研究により

確認できる。

１�　杉山伸也，ジャネット・ハンター編『日英交流史 1600―2000（第４巻）』2001 年、第７章「日本自
動車産業の発展と英国――日英企業の技術提携、1918―1964 年」。そして「英国は、第一次世界大戦後、
自動車生産と生産技術を日本に公式に伝えた最初の国であり、1950 年代においてさえ、英国の自動車
メーカーは自動車設計や製造の分野で日本に教えるものを依然としてもっていた」と、クリストファー・
メイドリーは述べている（同書、269 頁）。

２�　工藤章・田嶋信雄編『日独関係史 1890 － 1945（Ⅲ）体制変動の社会的衝撃』2008 年、第６章「工
作機械の技術移転史」参照。

３　山武ハネウェル『山武ハネウェル 75 年史』1982 年、79 ～ 80 頁。
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　また軍需の側からみた研究では、『戦史叢書 陸軍軍需動員〈１〉計画編』（1967 年）や同『〈２〉

実施編』（1970 年）等がある他、近年の優れた資料解析として、三輪宗弘氏の編集・解説に

よる『米国司法省戦時経済局対日調査資料集（第３巻）』（2008 年）が挙げられる。良質な研

究が次々と著されているため、私はそれら先行研究と各社の社史を利用しつつ、戦時体制期

の自動車製造企業の一断面を考えてみたい。日本の自動車工業は陸軍の軍戦備との関係で育

成されてきた歴史的経緯があり、先行研究でも指摘されてきたことである 4。そして自動車製

造事業法（以下、事業法と略）は、市場活動を前提とした政策による自動車製造企業の育成

を目指していたが、間もなく始まった戦時統制経済により自動車生産はトラックに集中され

ていき、当初の意図とは異なった実相になっていったことも、先行研究で明らかにされている5。

　そして軍事の面からは、第一次世界大戦後には日本でも総力戦が意識されるようになり、

国家総動員体制に備えようとする陸軍の動きもあった。第一次大戦後の厭戦世相は軍縮への

社会的要求を生んだが、陸軍は「兵力規模は減らすが、削減により生み出した財源で革新的

軍戦備を図る」という対応を試みた。有名なのは大正後期に陸軍大臣宇垣一成によってなさ

れた、所謂宇垣軍縮である。宇垣軍縮に関する先行研究には、防衛庁防衛研修所戦史室の『戦

史叢書　陸軍軍戦備』（1979 年）や、黒沢文貴氏の『大戦間期の日本陸軍』（2000 年）、横山

久幸氏の「日本陸軍の軍事技術戦略と軍備構想について――第一次世界大戦後を中心として」

（正・２完）6 他、様々なものがある。本稿は陸軍の軍戦備を深く探求するものではないので、

戦間期の陸軍の近代化を先行研究から概観しまとめると次の結論となる。宇垣軍縮は「陸軍

が初めて技術戦略を持って進めた軍備改革として評価することができる」が 7、その効果は不

徹底なものであった 8。ただワシントン条約体制の下で、宇垣軍縮によって総力戦のための最

４�　四宮正親『日本の自動車産業――企業者活動と競争力：1918 ～ 70』1998 年、自動車工業会『日本自
動車工業史稿（１）』1965 年、同（２）1967 年、同（３）1969 年、他。

５�　呂寅満「『自動車製造事業法』によって日本の自動車工業は確立されたのか？――自動車製造事業法
と戦時統制政策による自動車工業の再編成」（東京大学経済学会『経済学論集』第 69 巻 第２号〔2003
年７月〕）。

６�　防衛庁防衛研究所『防衛研究所紀要』第３巻 第２号（2000 年 11 月）、および同第３巻 第３号（2001
年２月）。

７�　横山久幸「日本陸軍の軍事技術戦略と軍備構想について――第一次世界大戦後を中心として」（２・完）
「おわりに」文中（防衛庁防衛研究所前掲『防衛研究所紀要』〔2001 年２月〕第３巻 第３号、100 頁）。

８�　「平和な時代に軍隊を維持し運営していくにはそれなりの困難がある。（中略）陸軍の近代化という
点で最大の効果をあげたのはドイツであり、もっとも立ち遅れたのは日本であった。宇垣の改革は、
パルンヴェのそれ以上に、装備の近代化を目標として強く意識したものであったが、結果としては、
日本陸軍の近代化は、フランスよりもさらに遅れをとったといえるであろう」（神谷不二編『世界の戦
争９／二十世紀の戦争――ヒトラーと二つの世界大戦』講談社、1985 年、136 頁〔三宅正樹「マジノ
線の悲劇」文中〕）。また「結局、宇垣の技術戦略は、必ずしも戦略としての有効性を持つものではなかっ
たといえる」（横山、前掲、同頁）。
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低限度の整備はなし得たとする指摘もあり 9、宇垣軍縮そのものは軽視できない。

　陸軍は「将来の戦争に備えるためには、国家総動員体制が必要」とする価値判断から物事

を考えたが、星子勇の「戦時には軍需生産に転換できる工業の育成」という構想は、全く別

の領域から工業生産力の軍需転換を述べたものである。いわば民間の自動車技術者からも国

家総動員への発想があったといえよう。今日の平和時の価値観で星子を批判すべきではない。

彼は第一次大戦の様相をみて、その事実認識から「戦時における工場の軍需転換」を発想し

たものと考えられる 10。「新たな戦争が予測されるので、工業力の転換も備えておくべき」と

いう発想は、当時の時代的な流れを俯瞰した上での事実認識であった。戦後の日野自動車で

副社長取締役を務めたエンジニアの鈴木孝氏は、「飛行機を量産したトラック会社と星子勇」

（2006 年）で、自動車工業と航空機についての星子の構想とその効果を、詳しく説き明かし

ている。鈴木氏は「技術重視の企業経営」という星子の理念を、忠実に受け継いだ人物である。

　本稿ではまず臨時軍事費との関係でヂーゼル自工とトヨタ、そして日産の分析を試みる。

結論からいえば臨時軍事費が支払われた金額も、企業の売上高に占める割合も、ヂーゼル自

工、日産、トヨタの順に大きいのである。次にアメリカ合衆国の司法省戦時経済局の資料を

基に、上記３社の輸入品目の発注状況を分析してみる。アメリカ合衆国側各企業が受注した

金額と、ヂーゼル自工、トヨタ、および日産の各売上高比較を試みるのだが、わかってくる

のはどうしても概要としての状況に過ぎない。商社を介して輸入する物品にはマージンが掛

かるし、しかしその金額割合は品目や数量その他の要件によって変動するであろうから、結

局のところ受注側の記録を基に、３社がいかなる品目をアメリカ合衆国から輸入しようとし

たのかの、企業としての意思をたどることになろう。そこにみられるのは工作機械輸入の重

視であり、発注も特定の期間に大きく集中しているのである。そして 1936（昭和 11）年の事

業法施行により国内自動車製造が確立されていったというが、それは３社ごとに個別的な事

情が窺われるものであった。ヂーゼル自工は瓦斯電以来の軍需との関係や、技術の総帥たる

星子の理念が、企業としての振る舞いに反映したことが再認識できるのではなかろうか。

９�　渡辺清志「『総力戦』準備段階における宇垣軍縮の意義」（学習院大学『学習院史学』第 17 巻〔1981
年３月〕）。

10�　「来るべき戦争に日本は突入するであろうことを予言し、その場合自動車工業は航空機の生産を果た
さなければならなくなる。従って自動車工業の技術水準は航空機製造の技術を持っていなければなら
ないと言うものであった。この信念はおそらく 1913 年から 16 年にわたる欧米留学時の見聞によるも
のが一つの大きな要因であったと推測される。最初の留学地はイギリスであったが、一次大戦は 1914
年から 1918 年で、奇しくも戦時下の自動車工場を観察したことになる」（鈴木孝「飛行機を量産した
トラック会社と星子勇」〔日本機械学会『公開研究会講演論文集』No.06－91［2006 年 12 月］、44 頁〕）。
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　２．臨時軍事費からみる自動車製造企業

　　（１）ヂーゼル自動車工業の分析　 

　国家による軍事支出との関係について、まずヂーゼル自工の分析から始めるのだが、基本

となる資料は『昭和財政史（第４巻）臨時軍事費』（1955 年）である。同書によれば 1937（昭

和 12）年７月から 1941（昭和 16）年 12 月までの臨時軍事費の支出が記載されている 11。国

内の自動車製造主要３社であるトヨタ、日産、ヂーゼル自工を比較分析するに際して、トヨ

タの正式な発足が 1937（昭和 12）年８月であるため、臨時軍事費については支出合計額を記

録期間の 54 カ月で割り、１月当たりの平均値を求め、それを比較期間で乗じて算出した数値

を使う。期間をそろえるため、ヂーゼル自工も日産も 1937（昭和 12）年８月から 1941（昭

和 16）年 12 月までの売上数値を使用する。ヂーゼル自工は東京瓦斯電から東京自工への改

編を経て、さらに改称しているため、瓦斯電と東京自工の決算資料の総益金を売上高とみな

した 12。トヨタについては社史の製品売上高を使用している 13。日産については売上高がそ

のまま社史に記されている14。なお、各社の売上高は決算期の数値を基として使用したため、

次のような加工を施して計算した。すなわち各決算期別の売上高推移曲線がなだらかに連続

するように、各月別の売上高を調整・配分したのである。

　まず臨時軍事費の支出からいえることは、３社のうちヂーゼル自工に対する支出金額が最

も大きい。そして企業の売上高に対する比率も一番高く、この会社が軍需に支えられていた

ことをよく示している。これは東京瓦斯電時代からの来歴に基づくものである15。そして瓦斯

11　大蔵省昭和財政史編集室編『昭和財政史（第４巻）臨時軍事費』1955 年、248 ～ 254 頁。
12�　日野自動車『日野自動車技術史（テキスト編）』1997 年、121 ～ 122 頁（附録第２「東京瓦斯電気工業

株式会社貸借対照表及損益計算書」）、123 ～ 124 頁（附録第３「東京自動車工業株式会社貸借対照表及損
益計算書」）。

13�　小林英夫解説『社史で見る日本経済史 第 37 巻「トヨタ自動車 20 年史（下）」』2009 年、636 頁（Ⅰ「財
務」中の「５．営業の成績」）。

14�　日産自動車『21 世紀への道――日産自動車 50 年史』1983 年、270 頁（「資料・年表」中の「売上高・利
益の推移」）。

15�　「瓦斯電をして今日あらしめたのは、實に、時勢の然らしめたる所であるが、又、多年に亙りて、指
導後援を垂れ給ひし陸海軍の賜物である」（内山直『瓦斯電を語る』1938 年、「序」文中）や、「會社
は營利會社に相違ないが、會社が破産もせずに今日あるは軍部の御蔭です」（同書、100 頁）等。
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電以来一貫して会社における技術の総帥であり続けた星子勇は、第二次世界大戦の勃発を予

測しており、一旦戦時になれば軍需工場に転用できるよう、平時から工業力を育成しておく

べきという、いわゆる「シャドーファクトリー」構想を持っていた16。瓦斯電から東京自工を

経てヂーゼル自工へと続く、この企業の技術面での構想は、経営数値からも裏付けられてい

るといえよう。なお社名が変遷し、さらに戦後になっても、この企業が技術を重視する会社

であることは変わらない。瓦斯電では次のように認識されていた。「技術者の志望はその地位

ではない。技術者の欲求はその待遇ではない。技術者の志望は技術の向上進歩にあらねばな

らぬ。技術の生命は永遠無窮にして、技術は後世に遺す最大の遺産であるべきだ」と17。「技

術の向上進歩を目指す」という理念は、戦後の日野自動車でも確かに受け継がれている18。

　　（２）トヨタ自動車工業と日産自動車の分析

　トヨタは陸軍の後ろ盾もあり乗用車生産に乗り出したわけだが、ヂーゼル自工や日産と比

べると売上高が臨時軍事費に依存する割合は格段に低い。これは豊田喜一郎が自動車生産を

手掛けるに際し、大衆自動車の大量生産を決意していたことの反映とみることができる。陸

軍省は大衆車を量産することで自動車工業の確立を図ろうと構想し、同省整備局動員課の大

尉伊藤久雄は、「豊田を育て大衆車の量産を実現しようと固く心に誓った」ことがしられてい

16�　 「日本の将来を憂い、第二次大戦の勃発を早くから予言し、自動車工業は必ず航空機の製造を必要

とすると説き、トラックの開発の傍ら航空エンジン、航空機の製作にも挑戦した」（鈴木孝『ディーゼ

ルエンジンの挑戦――世界を凌駕した日本の技術者達の軌跡』2003 年、223 頁）。あるいは「星子氏は

以降航空エンジンおよび航空機製造にも引き続き手を染めるのであるが、これは後述するように、国

家的見地に立脚した自動車工業のあるべき姿として、シャドーファクトリー（非常時の軍需転換工場）

の実力を平時から養うべきという氏の信念に基づくものであった」（鈴木孝「日本の自動車産業の基礎

を確立――日野重工業（現日野自動車）元専務取締役　星子勇」文中〔日本自動車殿堂編纂『JAHFA』

No.10［2010 年］、17 頁〕）。

17�　内山、前掲書、84 頁。そして次のように語られている。「私の知る工學士は大學卒業後、ある大會社

に就職して、ある仕事を研究する掛を命ぜられた、數年後彼は米國にその研究の爲めに出張を命ぜら

れ 2 年の後歸朝して暫くして地方の工場長を命ぜられた。彼れは憤然として辭職を申出た、自分の望

む所は地位でもなく待遇でもない。使命は技術の研究にある。方針なき會社に職を奉ずる事を潔くし

ないと云ふのである。全くその意氣があって欲しい」と（同書、同頁）。これを熊本高等工業学校卒業

の星子勇に擬することはできまいが、瓦斯電の技術者像をよく物語っている。

18�　「再建を目指す会社に復帰したわずかの先人たちを支えたものは、星子が残したチャレンジ精神と伝

統であった」し、「技術へのチャレンジを通じて、心を、そして人生を豊かにし、かつそれを後世に残

すことが、現代の技術屋の道であり、日野の先人が築いた伝統をそのように磨くことが、日野エンジ

ニアの使命である」（日野自動車工業『ディーゼルエンジン・トラック・バス』1993 年、鈴木孝「序」）。
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る19。このような陸軍からの働きかけがあった一方、売上数値から見る限りでは、トヨタは民

需を指向していたことが窺える。それでも売上の４分の１が臨時軍事費に依っているわけで

あり、その点ではトヨタも軍事統制経済の影響の下にあったといえる。

　これに対して日産は、ヂーゼル自工に次いで臨時軍事費からの収入が大きく、売上の約４

割を依存している。日産とトヨタの企業としての個性の違いは先行研究でも指摘されている。

「日産自動車の創業者・鮎川義介は、外国企業との提携を通じて、大衆車の製品・生産技術の

取得に注力した」が、トヨタは豊田喜一郎による「総合産業としての自動車工業」の特質の

理解を基盤に、「原材料や部品の製造から完成車の組立にいたる遠い道程を、あえて進んでい

く道を選択した」というのである20。日産とトヨタの違いの中に、軍事支出との関わりへの相

違を含めてもよいであろう。前掲の『昭和財政史（第４巻）臨時軍事費』は、臨時軍事費が

主として財閥系企業を中心に支払われたことを述べており21、新興コンツェルンの日産もそう

した一つであったわけである。

　　（３）軍事費から見た３社の特徴

　臨時軍事費からの視点で概括すると、ヂーゼル自工と日産の売上構造は類似する。これに

対してトヨタは明確な独自性を数値上示しており、売上高への影響度からすれば、トヨタが

軍事費に依存する割合は相対的に小さかったと結論できる。そして戦時体制期のトヨタを、

牧幸輝氏は次のように語る。「戦争が進むにつれ資源不足が酷くなり、自動車生産は 1942 年

をピークに減少していく。さらに 1944 年１月には、トヨタ自動車工業は軍需会社に指定され、

戦争末期には空襲も激しくなって自由な経営活動はますます困難になっていった」と22。一方

でヂーゼル自工はどうであったかをみると、ディーゼルエンジン車は軍の必要もあって生産

が求められたが、いすゞの社史は「生産能力を急激に増強することができなかった」と述べ

ている。ディーゼル車の生産実績は 1938（昭和 13）年に概算推定で 100 台、1939（昭和 14）

年に 277 台、1940（昭和 15）年に 347 台、1941（昭和 16）年に概算推定 300 台、1942（昭和

17）年に概算推定 350 台、1943（昭和 18）年に概算推定 550 台となっている。こうした生産

能力の都合から「軍用の一般自動車については、前線車両にはディーゼルの６輪車が採用さ

19　日本自動車工業会『日本自動車工業史稿（３）』1969 年、32 ～ 35 頁等。
20�　宇田川勝・四宮正親編著『企業家活動でたどる日本の自動車産業史――日本自動車産業の先駆者に

学ぶ』2012 年、135 頁（四宮正親、第５章「トヨタ自動車の創業と企業活動――豊田喜一郎」、「おわ
りに」文中）。

21　大蔵省昭和財政史編集室編、前掲書、250 ～ 254 頁。
22�　牧幸輝「豊田利三郎と豊田業団――経営構想、企業家ネットワークと同族経営体制」文中（経営史

学会『経営史学』第 46 巻 第２号〔2011 年９月〕、68 頁）。
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れたが、後方で使用する車両は、当社（註：東京自工〔後のヂーゼル自工、戦後のいすゞ〕）

やトヨタ、日産等のガソリン車があてられた」と記されている23。

　ヂーゼル自工は「ディーゼルトラックの専業メーカー」として、事業法の第３の許可会社

になったわけだが、先に許可会社になっていた大衆車製造のトヨタや日産と比較すると、企

業特性に大きな違いがありながらも、軍事費との関係では日産と類似する結果だったわけで

ある。

　３．アメリカ合衆国に何を発注していたか

　　（１）陸軍の遣米工作機械購買団

　ヨーロッパ諸国からの工作機械輸入が困難になるにつれて、アメリカ合衆国からの輸入が

増加したことは先行研究で明らかだが、軍部の具体的な動きについて整理してみよう。1937（昭

和 12）年夏に陸軍は重要産業５年計画案を企画庁に要望しているが、その目指す主要点は機

械生産能力の拡充であった。同年 10 月には、砲兵大佐今村貞治を団長とする機械購買団をア

メリカ合衆国に送っており、予算額は 240 万円以上であったことは確実とされている。購買

した機械の種類は、「航空関係では型打マスプロ機械が含まれていたはずである。当時まで機

械が足らぬため、ジュラルミン輸入に当たり、素材でなく成型ジュラルミンを輸入していた

事実がある」し、「急速輸入のため、主として現物のあるものを買い付けたと思う」という。

購買団は目的を達成し輸入機械は造兵廠ではそれ自体の工場に使用され、航空関係について

は民間工場に貸し付けられた。取得機械の到着には日時を要したものもあったというが、「遣

米購買団による急需機械器具の取得は、その量と質、更には時点において、陸軍軍需動員の

実施に少なからぬ寄与をなしたものと認められよう」と、結論されている24。

　陸軍は 1939（昭和 14）年９月には２回目の遣米購買団を送り出している。このときは砲兵

大佐熱海三郎を団長とするさらに大規模なもので、翌 1940（昭和 15）年３月までの実施期間

で購買引当予算額は 3,600 万円であり、他にも 15 センチ榴弾砲の砲身素材 10 本以上と、「住

友製鋼所その他の民間工場の依託による大型プレスの購買を斡旋した」とされ、この斡旋だ

けでも約 1,000 万円であったと、戦後に熱海は記憶を述べている。購買団の滞米中にはモラー

ル・エンバーゴの発令で困難な目に遭い、予算不足との兼ね合いで一部は中古機械の購入と

なったが、大小合わせて 130 台くらいの「予定品目の大部分の購買に成功した」という。こ

れらは大型の火砲や戦車等、そして一般兵器の増産の使途に充てられた25。

23　いすゞ自動車『いすゞ自動車 50 年史』1988 年、61 頁。
24　以上、防衛庁防衛研修所戦史室『戦史叢書　陸軍軍需動員〈２〉実施編』1970 年、79 ～ 81 頁。
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　海軍でも工作機械の輸入が図られた。これに関してしられているのは航空本部が立てた生

産能力拡充の計画だが、一挙に推進することはできなかった。そこで第一次と第二次に分け

られたが、1938（昭和 13）年 11 月に民間工場に示達した第一次計画ですらも、見込みどお

りには進捗せず、「更に独ソ開戦により予定していた工作機械のドイツからの入手が不可能

となったという悪条件が加わり、第二次計画は一層完成が遅れることとなった」とされてい

る26。

　こうしてみてくると、軍部による工作機械の輸入は 1939（昭和 14）年から翌年にかけての

25　以上、同書 324 ～ 325 頁。
26　以上、防衛庁防衛研修所戦史室『戦史叢書　海軍航空概史』1976 年、98 ～ 99 頁。
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動きが注目されるが、一方で国内自動車製造企業はどうであったろうか。それらがいかなる

輸入をしようとしたかの意思は、記録に残された発注一覧から描画できる。私は『米国司法

省戦時経済局対日調査資料集（第３巻）』を使用する。ただ資料のタイプ印字が擦れていたり

不鮮明なものも多く、数字が３なのか８なのか、５なのか６なのか、あるいは記載が全く読

めないものあり、推測で判読せざるを得なかった日付別項目も多い。結論としては陸軍の大

規模な遣米購買団（熱海購買団）よりも、時期的には早い段階での動きがみられる。概括し

ていえば、アメリカ合衆国の各企業がトヨタから受注した金額は 1936（昭和 11）年 12 月に

最大であり、日産については 1938（昭和 13）年８月に最高額、そして東京自工からは 1939（昭

和 14）年４月に最大となっている。陸軍の熱海購買団はこの後である。先にみた臨時軍事費

との関わりで整理してみよう。事実として述べられることは、国内主要３社のうち軍需依存

が最も小さかったトヨタが、逸早くアメリカ合衆国からの購買活動を行い、軍需依存の強かっ

た日産と東京自工のうちでも、相対的にその比率が低かった日産が２番目となる。東京自工

は３社のうち最後であり、陸軍は民間の動きからさらに後の時期に購買活動を行ったのであ

る。軍需依存の強弱さらには軍そのものと、アメリカ合衆国からの工作機械等買付行動の、

月別にみた場合の時期的順位の興味深い事実をここでは示すに留まる。以下では事業法の許

可会社となっていった、東京自工（後のヂーゼル自工）やトヨタ、そして日産の発注行動を

さらに分析してみよう。

　　（２）自動車製造事業法後の概況

　1936（昭和 11）年公布の自動車製造事業法は、許可会社に自動車生産を集中させることで

国内自動車工業の確立を図ったものであり、公布から３年ほどたつと国産自動車工業が確立

されたと従来は評価されていた27。しかし単純にそのように考えるべきではないという指摘も

あり28、またこの間に東京自工（後のヂーゼル自工）、トヨタ、そして日産がアメリカ合衆国

からいかなる物品を輸入していたかをたどると、特徴ある実相がみえてくる29。よくしられて

いることだが、事業法公布後も国内主要３社は、アメリカ合衆国から様々な物品を輸入して

いた。もちろんその後の日米関係の悪化もあって、注文が取り消されたものもある。しかし

国内自動車各社がいかなる物を輸入しようとしたかの意思は、前掲の『米国司法省戦時経済

局対日調査資料集（第３巻）』からたどることができる。ただここに記された数値はアメリカ

27　尾崎正久『日本自動車史』自研社、1942 年、10 頁等。
28�　呂寅満、前掲。
29�　三輪宗弘編集・解説『米国司法省戦時経済局対日調査資料集（第３巻）』クロスカルチャー出版、

2008 年を参照。
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合衆国の企業側から見た受注額であり、仲介の商社の手数料等は算出が不可能であろう。ま

た元データが米ドル表示のため、円貨に換算するときは狭間源三他編『講座・日本資本主義

発達史論（第３巻）恐慌から戦争へ』（1968 年）等を基に、年毎の為替レートで算出している。

従って私の作業では、日本の自動車製造３社が何を欲していたかの意図を、いわばぼやけた

映像から探れたに留まる。

　それでも次の事項が指摘できる。概括していえば、発注量が最大であるのは日産であった。

鋼材類も多く輸入していた。しかし東京自工とトヨタは工作機械類の発注が多かった。特に

旋盤の発注が注目される。そしてアメリカ合衆国は日本の自動車製造業の欠陥をよく認識し

ていた。第１には粗鋼、特に良質な合金類が不足しており、第２に工作機械の供給が需要に

比べて足りなかった。第３に国内の鉄鋼生産能力が低く、第４に自動車生産に関わる工業的

背景や生産工程に、未だ欠陥があったことである30。こうした状況で、国内主要企業はいかな

る物品をアメリカ合衆国から輸入しようとしていたのであろうか。以下は各社の発注状況一

覧である。

　　（３）東京自動車工業（後のヂーゼル自動車工業）の対米発注の特性

　この会社はアメリカ合衆国側の認識では、「軍のためにトラックを製造する雑多な自動車製

造企業のうちでは最大のものだが、日本の主要な自動車製造企業であるトヨタや日産と比べ

れば規模が小さい」という見方をされていた31。この会社は三井商事や三菱商事、安宅商事、

大倉商事等の計５社を介した輸入が大きく、主要商社を介した合計金額は 1,636,925 ドルと

なっている。ただしこれにはヂーゼル自工となってからの発注額は含まれていない32。資料に

残された発注項目を、日付別に品目名や金額等を個別に集計・整理してみよう33。主要商社を

介した以外のものも含め、しかも後に注文が取り消されたものも入れて合計すると、日付別

リストからは 345 の発注項目数で 2,101,493.82 ドルという金額が算出された。これがアメリカ

合衆国の各企業側での受注額総計となる。もちろんリストのタイプ印字がうまく読み取れな

いとか、また私の入力間違いも想定されるわけだから、十全なものとは断定できないが大要

は把握することができよう。決算期別に区切って円貨換算後の金額をみると、1938（昭和

13）年 11 月～ 1939（昭和 14）年４月期が最も大きく、単純な対売上高比でも 12 パーセント

を占める。対比の全期間中に輸入しようとした物品は工作機械、分けても旋盤類が最も多く

30　同書、414 頁
31　同書、423 頁。
32　同書、430 頁。これらの概括については、同書 431 ～ 432 頁参照。旋盤等の発注点数が最も多い。
33　同書、434 ～ 441 頁。
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４割ほどを占める。次にフライス削り盤等が 15 パーセント、グラインダー他が 11 パーセン

トとなっている。こうしたアメリカ合衆国側での受注額は東京自工の対売上高比でみると、

1935（昭和 10）年 12 月から 1941（昭和 16）年４月までの合計で３パーセントに過ぎず、あ

まり大きなものではなかったように見える。

　しかし設備投資の点ではどうであろうか。もちろん決算期ごとの設備投資額を導き出すの

は難しい。本来であれば前期末と当期末の設備資産の金額を貸借対照表から算出し、設備資

産にかかる減価償却費分を減らさなければならず、設備の売却があればそれも金額計算に入

れていかねばならない。しかしそうしたことを精緻に算出していくことは困難であり、近似

値的な推定を試みる。社史の決算資料から設備投資に相似するであろう金額を算出して使用

した34。ただ中にはこの数値がマイナスになる決算期もあり、これは「計算不能」として処理

せざるを得なかった。結果としては設備投資の推計額に対するアメリカ合衆国側各企業の受

注額比率は、21 パーセントほどとなる。分けても 1938（昭和 13）年５月から翌年４月まで

は金額も比率も特に大きい。この時期に何が起こっていたのであろうか。日野の社史によれば、

陸軍からの需要を満たすために日野台に土地を購入し、新たな工場を建設していく時期に当

たる35。いすゞの社史ではその他に 1939（昭和 14）年６月に「朝鮮製造所の着工」や、翌月

34　日野自動車、前掲書、119 ～ 124 頁（附録第１～３）
35�　「即ち陸軍特殊車輛を製造していた大森製作所が陸軍の増加する需要を充足しきれなくなったので、

その拡張を目的として南多摩郡日野町に約 20 万坪の土地を購入したのである。時に昭和 13 年９月 20
日である」、「昭和 14 年１月 18 日には日野製作所地鎮祭が行われ、11 月８日には上棟式が挙行された」

（同書、111～112 頁）。
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に「ヂーゼル機器株式会社の設立」が述べられている36。東京自工（後のヂーゼル自工）の生

産能力拡張にとって、アメリカ合衆国からの工作機械の導入は軽視できない比重であったと、

結論することができよう。また 1941（昭和 16）年９月には日野製作所の分離独立が計画され

ているが、製作所を「完備ノ域ニ達セシムル為」にということで、切削用機械の入手斡旋を

軍への要望として出している37。東京自工（ヂーゼル自工）そして日野がいかなる設備を求め

ていたたかが、こうしたことからもわかる。

 

　このような工場の生産設備に関する要望に、星子勇が何も関わらなかったはずはない。彼

は東京自工の取締役時代に、「國防力と自動車工業」（1940 年）という論文を発表している38。

彼の抱いていた「シャドーファクトリー構想」からしても、東京自工からヂーゼル自工、そ

して日野の設備投資の方針に、星子の意思が反映していたと判断してもよいと思われる。彼

の「現場重視の姿勢」39 からすれば、自企業の現状と未来への対策を考慮しつつ、設備投資

を現場実情に合わせて導いていたのではなかろうか。

36　いすゞ自動車、前掲書、51 ～ 56 頁。
37　同書、77 頁。
38　科学主義工業社『科学主義工業』（1940 年９月号）所収。
39�　星子勇は「常にオートモティブエンジニア誌（イギリスの技術誌）をお尻のポケットに入れ現場を回っ

たと言われる技師長」であった（鈴木孝『20 世紀のエンジン史――スリーブバルブと航空ディーゼル
の興亡』2001 年、80 ～ 81 頁）。
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　　（４）トヨタ自動車工業と日産自動車の対米発注の特性

 

　トヨタは自動車工業を独立させる前から工作機械を発注しており、1935（昭和 10）年９月

から 1941（昭和 16）年５月までに、アメリカ合衆国の各企業が受注した金額合計は 2,820,597.21

ドルと集計される40。ただ最初の注文として記録に残されている 1935（昭和 10）年９月７日

発注の「ゲージ 10 個」（発注先は、Brown & Sharpe）は、翌年（1936 年）９月の発注の記

載違いではないかとも思われるし、印字不明確他の理由により金額に多少の異同が想定され

るのは既述のとおりである。アメリカ合衆国側の受注記録から読み取れるもののうち、特に

多いのは中刳り盤である。1936（昭和 11）年 12 月にこれらで 810,953.54 ドルの受注がみられ

るが、発注したトヨタはこの工作機械を手配した後、1937（昭和 12）年８月に正式に創立さ

れたと解釈できるのだ。創立後は旋盤類の金額が最も大きい。次にギアの溝切り他のギア関

係機械が多く、ホブ機械類関係がそれに次ぐ。全体の傾向としては創立前の時期である 1936

（昭和 11）年 12 月に、アメリカ合衆国側の受注額が最高となり以後はこれに及ばない。トヨ

タ創立後に絞ってみれば 1937（昭和 12）年９月や 1939（昭和 14）年９月に、アメリカ合衆

国側の受注額が比較的大きい。決算期ごとに区切ってまとめると、旋盤類は創立から 1938（昭

和 13）年３月までの金額が最大である。次の決算期にはギア関係機械が最大となる。単純な

対売上高比では２パーセントにしかならないが、固定資産の増加額との比較でみると１割を

占めている。もちろん固定資産の増加額を算出してマイナスになる期は、比較対象から外し

ている。

40�　三輪宗弘編集・解説、前掲書、317 ～ 333 頁。なお概括は同書 315 ～ 317 頁を参照。東京自工同様、
やはり旋盤等の発注点数が最も多い。
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　こうした事情を社史と照らし合わせてみると、トヨタは豊田自動織機製作所時代から周到

に自動車生産の基盤が準備され、その上に経営展開されていった経緯が確認できる。また

1935（昭和 10）年９月からは挙母工場向けの発注が記録に残されており、1940（昭和 15）年

11 月下旬まで 100 点の発注項目が記されている。特に 1939（昭和 14）年７月から９月まで

の挙母向け発注は目立って多く、39 項目に上る。トヨタの社史では工作機械の輸入の重要性

を認めている41。挙母工場の状況についても同様であり、「機械加工の設備については、中ぐ

り盤、歯切盤、研摩盤、多刃旋盤を主体とし、その他の一般機械をあわせて 1,312 台であり

ました。そのうち輸入したものは、約 550 台です」と述べられている42。挙母工場用にアメリ

カ合衆国に発注された品目を、個数にまで分けて数え上げれば 3,000 を超える。それには細

かな部品も含まれており、それらが構成されて「輸入された 550 台」の機械の何割かになっ

たと考えられる。そしてトヨタは鋼材の欠陥を自社で解決しようとし、製鋼工場を設立して

いくことになったわけである43。

　対して日産は鋼材類も部品等も、輸入を活用していたことが対照的である。アメリカ合衆

国側が日産から受注した内容は、東京自工やトヨタに比して発注点数、金額とも格段に大きく、

41�　「工作機械は、国産によるのをたてまえとしました。しかし実際は、当時の国産工作機械の能力が、
自動車のように高い精密度を要求する製品を加工するには、まだまだ不十分であったため、輸入した
ものが約 40％をしめておりました」（小林英夫解説『社史で見る日本経済史 第 36 巻「トヨタ自動車
20 年史（上）」』2009 年、75 頁。）

42　同書、85 頁。
43�　豊田喜一郎「トヨタ自動車はなぜ製鋼工場を設けたか」（科学主義工業社『科学主義工業』1940 年５

月）参照。
44�　三輪宗弘編集・解説、前掲書、360 ～ 402 頁。なお主要商社経由の発注概括については、同書 357 ～

359 頁参照。東京自工やトヨタと異なり、Miscellaneous Machinery と分類されている発注点数が最も
多い。次に旋盤等、３番目にグラインダーの発注点数が多い。
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合計で5,797,226.59ドルになる44。注文項目は 1,351 に上り、発注内容も「何々と何々」とか、「何々

一式」といった記載になっている。これをどう按配して計算していくかだが、「何々一式」に

記載された品目項目数で、アメリカ合衆国側の受注合計額を単純に割っていく方法もあろう

し、「何々」と最初に記載された物品とその仲間ということで一括して計算していく方法もあ

ろう。両方試みてみたが、結論としてはどちらの方法を用いても品目種類別の金額には大差

なく、本稿では受注側での合計額を、日産からの発注点数で単純に割り算する方法をとるこ

とにする。比較のために日産の決算期間に合わせて、アメリカ合衆国側の月別受注金額を対

応期間で合計し、円貨に概算で換えていく処理は、東京自工やトヨタの分析と同様である。

 

　アメリカ合衆国側が日産から受注した内容は、工作機械よりもベアリングや諸機材・部品、

そして鋼材類（高速度鋼含む）といったものが最も大きい。その次にやっと工作機械のグラ

インダーやカッター等の合計額が出てくる。次いで少しの差で旋盤・プレス機といった種類

の工作機械が続いている。単純な売上高との比率では、アメリカ合衆国側での受注額は８パー

セントほどとなり、材料や部品類を除いて工作機械等に絞れば約５パーセントとなる。日産

もアメリカ合衆国からの輸入に依存していたが、鋼材や部品類の比率の大きさが東京自工や

トヨタとは異なる。

　次に設備投資額との比較だが、これについては宇田川勝氏の前掲の、「戦前期日産自動車の

事業活動に関するデータ・ベース――『自動車製造事業年報』の集計」から、「表２－１ 事

業資金の総額」として掲載されているものを使用した。この資料では１～ 12 月の年間の区切

りを基準としているため、アメリカ合衆国側での受注記録額の集計でも期間を同様にそろえ

た。設備投資と看做せそうな金額に絞って受注額と比較すると、12 パーセントほどとなる。
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　アメリカ合衆国側での受注額を月別にたどれば、1938（昭和 13）年８月が最大だが、決算

期ごとにまとめると最も大きな値を示すのは、1939（昭和 14）年５月から同年 10 月期である。

この時期には日産コンツェルンでは次のようなことがおこっている。５月に満州自動車製造

が設立され、また鮎川義介が日産の社長を退き会長に就任するという経営陣の交代があった。

そして同月から自動車の供給統制が開始された。さらにこの年は戦前において日産の従業員

が最高に達したと記されている45。日産については宇田川勝氏が、「鮎川義介の企業家活動は

産業開拓者とコンツェルン形成者の二面性を持っていた」とし、自動車工業の国産化を早期

に図るため、アメリカ合衆国に範を取った量産量販体制の導入を意図したことが指摘されて

いる46。この会社が何を購買しようとしていたかをたどると、そのことは充分確かめられると

いえよう。

　　（５）３社の比較から言えること

　国内の自動車製造主要３社からアメリカ合衆国側が受注した状況をみると、先にも述べた

とおり月別の金額推移からは、トヨタ、日産、東京自工の順で最大値が発生する。トヨタは

創立前に既に大規模な購買活動をしていることが特徴だが、日産は金額の山が分散している。

対して東京自工は 1939（昭和 14）年４月を頂点とした、比較的明瞭な山形の推移となる。月

45　日産自動車、前掲書、62 ～ 65 頁。
46　宇田川勝・四宮正親編著、前掲書、111 ～ 112 頁（第４章「日産自動車の創業と企業活動」、「おわりに」）。
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別のアメリカ合衆国側での受注金額を、さらに３社ごとの決算期で集計していくと、次のよ

うに整理することもできるであろう。事業法が施行された後も、国内企業はアメリカ合衆国

から工作機械他を輸入しようとし、東京自工は 1938（昭和 13）年 11 月から翌年４月期まで、

正式に独立創業した後のトヨタは 1939（昭和 14）年４月から９月期、日産は同年５月から

10 月期の金額が最大を示す。決算期ごとの集計では３社とも期間が類似するわけであり、戦

時統制経済の日本にとって工作機械の輸入が、大きな意味を持っていたことを示しているよ

うである。そして東京自工（後のヂーゼル自工）の購買状況は、品目種類別にみた場合はト

ヨタに類似している。これは次のように解釈できるであろう。ヂーゼル自工はトヨタ同様、

自動車の自製そのものを目指した。トヨタについては先にみた四宮正親氏の指摘でわかると

おり、総合産業としての自動車製造事業を、国内で実現するための困難な方途にあえて挑んだ。

四宮氏はそこに「技術者の自負」がみられることを語っているが 47、星子勇が技術の総帥を

務めたヂーゼル自工も、やはり同様の傾向を持っていたと結論できよう。

　４．まとめとして

　陸軍が 1937（昭和 12）年秋と 1939（昭和 14）年秋の２回にわたり、工作機械購買団をア

メリカ合衆国に派遣したことは前述した。購買を企図した機械の主なもののうち、各造兵廠

や民間工場に充当された機械として、フライス盤、研磨盤、ブローチ盤、一般工作機械、測

定器具一式が挙げられ、２回目の遣米購買団でも予定品目の購買は大部分が成功した。「機械

は 15 年春から夏までに大部分到着。契約の履行は確実であった。ただし特殊の大型機械類（火

砲製造用）は全部米国海軍拡張のため転用され、契約破棄となった」と記録されている48。戦

時体制を固めるために軍部は米英への依存を軽減しようとしたが、実相はかなり捻じれたも

のであった。海外からの様々な資源を始めとした物資輸入は、1940（昭和 15）年の時点でも

なお可能であったが、「しかし輸入先が圧倒的に英米側に依存していた事実は注意を要すると

ころであった」49。こうした滑稽な矛盾は自動車製造企業にとっても共通していたわけだ。

　本稿では国内主要３社と臨時軍事費との関係、そしてアメリカ合衆国からいかなる物品を

輸入しようとしたかの企業としての意思を、不鮮明な描画としてではあるが特徴をたどろう

と試みた。結論としてはアメリカ合衆国側からみた購買受注状況では、月別で最高額を示す

のは軍需依存の少ない順、すなわちトヨタ、日産、東京自工（ヂーゼル自工）であった。そ

して決算期別に整理し集計すると、事業法制定後に戦時統制経済に入っていく日本において、

47　同書、135 頁（第５章「トヨタ自動車の創業と企業活動」、「おわりに」文中）。
48　防衛庁防衛研修所戦史室編、前掲『戦史叢書 陸軍軍需動員〈２〉』324 ～ 325 頁等。
49　同書、826 ～ 827 頁。
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50　星子勇「自動車工業助成策に就て」（機械学会『機械学会誌』第 33 巻 第 161 号〔1930 年９月〕、555 頁）。
51�　「日本ではガス電航空機部は上述のように日立航空機として 1939 年再生し、工場も大森の他、立川、

千葉、川崎及び羽田に展開、各種航空機及びエンジンの生産に全力投球した。生産した航空機は 93 式
中間練習機、４式基本練習機更に零式戦闘練習機（ゼロ戦の練習機型）など総生産数約 2,000 機、さら
にエンジンは既述の風シリーズ（ガス電のエンジン名は風が付いた）の他、三菱の主力エンジン金星、
瑞星など総計約 19,500 基に及び、これは中島、三菱のそれぞれ約 50,000 基に次いで第３位で川崎航空
機を凌ぐ記録である。アメリカには到底及ばずと言え、精一杯の健闘を物語るものである」（鈴木孝、
前掲「飛行機を量産したトラック会社と星子勇」、45 ～ 46 頁〕）。

52　同書、46 頁。
53�　「自動車や航空機工業に最も必要なる精密機械や多量生産の機械は、殆ど凡て輸入に俟つ　態である

が、自動車工業の發達するに從ひ益ゝこれ等の機械の需要は多くなる」等（星子勇「國防力と自動車工業」
文中、科学主義工業社、前掲 1940 年９月号、68 頁）。

54�　「現在の國際情勢に於ては國防上必要なる軍用特殊車輛を十分に補給し得るだけの擴充をなし、戰後
には平和産業に活用するの途を豫め考慮して、設備その他に就き適當なる指導を與ふべきである」等（同
書、同頁等）。

自動車製造企業がいかなる動きを示したかが数値で表現されていた。決算期別の集計では類

似の時期にアメリカ合衆国側での受注額が大きい。こうしてみてくると軍事費の支出が国内

自動車製造企業を通じて、アメリカ合衆国からの輸入に少なからず回っていたという皮肉な

実相を、定量的にも明らかにしているであろう。

　また星子勇の「シャドーファクトリー構想」との関連で述べれば、戦時を見越した平時か

らの工業生産力増進のために、アメリカ合衆国からの輸入機械は充分活用されたといえよう。

そして星子は 1930（昭和５）年に「自動車工業助成策に就て」という講演で、「戰時に航空

機の補給を爲すには自動車工業に待たねばならない」と語っている50。工業立国を目指し海外

留学も経験したエンジニアにしてマネージャーの彼は、「シャドーファクトリー構想」も含め

て、航空機生産との関連についても実務的に想定していた。その見込は的中し東京瓦斯電の

後継である日立航空機は、戦時期に当時としては精一杯の実績を残したのである51。日野自動

車でかつて副社長を務めたエンジニアの鈴木孝氏は、「軍と政治に激しく翻弄され、会社自体

も変遷を余儀なくされ、星子の業績もガス電のそれと共にかすみがちである」が、「自動車会

社が飛行機を量産したという認識は一般には無い。しかし星子勇の先見とその指導により日

本でもそれなりの責務を果たしていた事実」を明らかにしている52。その背景をアメリカ合衆

国側の資料も通じてたどると、先見的エンジニアの冷静な判断が設備投資においても反映し

ていたと、結論できるのではなかろうか53。さらに付言すれば、星子は戦後の発展のためにも

自動車工業の育成を強く語っており、時代環境のみに縛られない彼の確かな視座も、併せて

指摘しておきたい54。
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